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システム・サービス産業の国際展開①
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○中国、ロシア、インド等の新興国に対する、医療サ
ービス・機器が一体となった展開支援を実施中。

新しいエネルギー産業の国際展開医療サービス・機器の一体的展開

○日本の医療圏拡大を機に、①医療サービス・機器・
システムの海外市場開拓、②外国人患者受入拡大
、による需要創出を図る。

○この観点から、昨年11月、医療機関、サービス事
業者、機器メーカー、システム等の多様な事業者か
らなる「ヘルスケア産業プラットフォーム」を組成。

スマートコミュニティの国際標準化

制御システムのセキュリティ強化

○今年度中に、米国の協力を得てセキュリティ検証施
設（テストベッド）を構築するとともに、評価・認証手法
の研究を行い、2014年度目途に国際標準化も推進。

○海外でスマートコミュニティの実証事業やＦＳ調査を行
い、HEMS/BEMSや蓄電池などの新たな外需獲得。

○機器インターフェースを標準化し、導入補助を開始。
国内標準と海外規格の連携や国際標準化を図る。

：２３年度の経産省
事業調査対象プロ
ジェクト
：２４年度以降案件
形成を検討中の国
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クールジャパン戦略

○２０１１年度の海外プロジェクトなど、ファッションや食
などの新たな海外需要の開拓を実施中。

①コンテンツ×消費財の連携①コンテンツ×消費財の連携

○アニメ、映画などのコンテンツを、多様なチャネル
を通じ、継続的に対外発信する仕組みを構築。

・コンテンツの国際競争力や集客力を活かした連携。

②商業施設などの小売流通業との連携②商業施設などの小売流通業との連携

・自前で海外進出が難しい事業者が、商業施設と組むことで国際展開を推
進できる。

・JETROが、サービスフランチャイズ企業の海外展開の進出検討段階から
現地１号店開設までの支援を開始。

地域資源の発掘と国際的発信

○各地で、「外国マーケットを知るプロデューサー」
と観光産業、地域資源、多様な主体（クリエイター
や企業、NPO、市民、自治体等）の連携を促進。

○これにより、食、伝統工芸、文化といった地域資
源を発掘し、付加価値の高い財・サービスとして国
際的に発信。地域活性化や観光誘致につなげる。

「大きく稼ぐ」ための連携

コンテンツの継続的発信

※３月１２日にコンテンツ企業と消費財メーカーの、４月２４日に商業施設等の
マッチング・イベント「クールジャパン大会議」を開催。

システム・サービス産業の国際展開②
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中国（地域産品、コンテンツ）

シンガポール（コンテンツ）

フランス
（まちづくり、地域産品）

韓国（食、地域産品）
ブラジル（地域産品）

★

米国、フランス（伝統工芸品）

★

中国（住まい） 米国（食、日用品）

シンガポール（東北の食品）

フランス（生活雑貨､
インテリア､テキスタイル）

シンガポール（ファッション）
インド（コンテンツ、ファッション、食）

インド＆イタリア
（ファッション､食､デザイン､コンテンツ）

○さらに、関連する消費財産業などと連携して、グロー
バルに「大きく稼ぐ」仕組みを創出。

グロザス

(株)All Nippon
Entertainment 

Works

出版デジタル
機構



○流通拠点の国際展開は、製品輸出、クールジャパン等への大きな波及
効果が期待。

○新興国の中間層拡大の中、耐久消費財普及に貢献する販売金融シス
テム（個別クレジット、クレジットカード、リース等）の国際展開も重要。

○このため、政府間対話、人材育成等を通じた官民一体となった国際展
開を促進。

国際展開の背景と現状

○アジア諸国の小売販売額は、近年著しい伸び。 【出典：ユーロモニター】

中国、ベトナム、インドネシアの小売販売額合計： ‘05：134兆円 → ’10：209兆円 (△59％)

○中間・富裕層人口が新興国で増加し、家電、二輪車等の需要が急増。

１．飛躍的に伸びる新興国の消費需要

○我が国の高度成長期においても販売金融が耐久消費財普及に貢献。

①事業環境の整備
流通業： ２店舗目以降の出店規制（ベトナム）

金融業： 曖昧なライセンス供与基準、信用情報機関の未整備
○政府間対話の促進、高いレベルの経済連携推進 (日中･日越流通対話等)
○関連法制策定等における我が国の知見の活用

②海外展開人材の育成・確保
○コールドチェーン等流通・物流を支える実践的人材の育成
○販売金融の審査・回収人材の育成

③市場情報収集、他産業との連携
○ジェトロ等を通じた市場（新中間層等）情報収集体制の強化
○クールジャパン等 との相互連携、マッチングの推進（ミラノ博等の国際博覧会の場も活用）

官民一体となった国際展開の促進

○国内店舗を活用したクリエーターや地域産品の発掘を加速化。
今後、クールジャパン戦略等を通じた海外販路開拓を検討。

２．国内産品の発掘と海外販路開拓のための流通拠点の国際展開

システム・サービス産業の国際展開③

販路開拓のための流通拠点・販売金融システムの国際展開

３．海外販路開拓のための販売金融システムの国際展開

インフラ・システム輸出

１．国際連携によるコスト競争力強化
○第３国や現地企業と連携した取引等への公的金融による支援
○国際コンソーシアムの形成支援 等

２．非価格競争力向上や受注力の向上
○技術開発・技術実証支援

（ＩＧＣＣ、３Ｒ、海水淡水化、サイバーセキュリティー等）
○インフラビジネスの将来をになう若手人材育成支援 等

３．日本の技術力が適切に評価される仕組みつくり
○日本企業の強み(ライフサイクルコスト、納期の正確性等)の調査分析及び理解

促進
○日本の優位性をＰＲするための研修受入・専門家派遣 等

４．受注につながるファイナンス支援
○現地通貨建てファイナンスの拡充
○ＪＩＣＡの海外投融資の早期本格再開 等

５．面的開発における構想段階からの関与
○広域的に一括して日本が関与するための政府間の協力関係構築
○初期コスト回収期間が長いプロジェクト支援のための公的金融 等 3

インフラ・システム輸出促進のための方策（検討の方向性）

○新興国のインフラ需要は膨大であり、日欧米中韓が厳しく競争。

○官民一体で国際競争力を強化するための方策を、産構審インフラ・シ
ステム輸出部会で検討し、６月にとりまとめる予定。

海外受注
約4,000億ﾄﾞﾙ

国内受注
約6,900億ﾄﾞﾙ

出典：ENR  「Top 225 International Contractors 2011」
※売上高ベース。商社・重電メーカー等の売上高は入っていない
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